
秋 田 市 の 概 要

１ 位置、気象

東経140度06分13秒、北緯39度43分12秒（市役所 、日本海に面して秋田県のほぼ）

中央に位置し、北西の季節風が強く、春から夏にかけては日本海側特有のフェーン現

象による南東の風が強く吹き、冬季積雪量は市街地で約0.5メートル、山村部で約1.0

メートル、厳寒期の最低気温は零下10度に達する気象状況であります。

面積等

面 積 東 西 南 北

906.07 Km 43.03 Km 46.20 Km２

海 抜 （市役所） 6.95ｍ

２ 変 遷

秋田の地が行政的役割を果たすのは、天平５年（733）に大和朝廷が蝦夷の地で

あった秋田を律令国家に組み込み、出羽国の政治、軍事、文化をとりしきるために秋

田城を設けた時からとなります。

中世には日本海一円を制覇した安東（秋田）氏が、日本最古の海事法規集「廻船式

目」で、三津七湊の一つに数えられた土崎湊（現在の秋田港）を、日本海海運の拠点

として北国廻船の隆盛を築きました。この時代に秋田の経済、文化発展の基礎が築か

れたとも言われています。

藩政期になって日本海を南下し下関、瀬戸内海を経て大阪に到る西回り航路が開通

すると、土崎湊は直接上方市場と結びつき、往来する帆船は「北前船」と呼ばれ日本

経済の大動脈となりました。

慶長７年（1602）常陸太田（茨城県）の城主佐竹義宣が、関ヶ原の戦いで中立的な

立場をとったことにより秋田に国替となり、同９年、久保田城（現在の千秋公園）を

築城し、約270年にわたって秋田は佐竹氏の城下町として栄えました。市内中心部の

まちの構造は、城下町時代の町割りがその原型となっています。

明治22年（1889）全国38の市制施行地の一つとして「秋田市」が誕生しました。当

時の戸数は約6,600戸、人口約29,300人、市域は6.9平方キロメートルで現在の132分

の１でありました。以来、先人たちのたゆまぬ努力により幾多の困難を克服し、輝か

しい歴史を築いてきました。

、 、 、 、日本海のなだらかな海岸線に面し 太平山の緑濃い山並みに抱かれ 雄物川 旭川

岩見川が静かに流れる「自然豊かな」秋田市は、人、まち、くらしをともにつくり、

ともに生きることを基本理念とし、豊かで活力に満ちたまち、緑あふれる環境を備え

た快適なまち、健康で安全安心に暮らせるまち、家族と地域が支えあう元気なまち、

人と文化をはぐくむ誇れるまちを目指しています。
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秋 田 市 消 防 の あ ゆ み

昭和23.３ 秋田市消防本部発足、秋田、土崎常備消防部を秋田、土崎消防署と改組した。

〃 初代消防長に猪股量造が就任した。

〃 秋田市消防団設置条例設定。秋田消防団12分団526人、土崎消防団５分団293人とした。

24.10 消防職員定数を122人とした。

12 秋田市火災予防条例、秋田市危険物保安条例を制定した。

〃 消防職員定数122人を126人とした。

25.３ 保戸野大火が発生した。

４ 消防職員定数126人を154人とした。

９ 消防職員定数154人を155人とした。

11 第２代消防長に坂本秀雄が就任した。

26.１ 秋田消防署電話交換台一斉指令装置を設置した。

６ 秋田市隣接町村消防応援協定を締結した。（河辺郡和田町外14ヵ町村）

11 秋田市消防団設置規則公布、新屋分団を消防団とし、３団、22分団819人とした。

10 消防職員定数155人を161人とした。

27.４ 消防職員定数161人を160人とした。

28.１ 第３代消防長に手賀義雄が就任した。

10 秋田市消防関係条例、規則の改廃を行った。分遣所を出張所と改称した。

29.10 周辺12か村を秋田市に合併。秋田市消防団を１団、16地区隊、75分団、定数2,138人と

した。

〃 消防団長に小泉四郎が就任した。

30.１ 南秋田郡金足村を秋田市に合併し、1団、17地区隊、83分団、定員2,361人とした。

〃 消防無線局を開局した。（中短波）

３ 国家消防本部から秋田市消防本部、秋田市消防団に表彰旗が授与された。

〃 消防長事務取扱に助役藤井喜太郎が就任した。

５ 第４代消防長に伊藤千代吉が就任した。

31.３ 金足地区隊５分団を３分団とし、１団、17地区隊、81分団、定員2,361人とした。

５ 消防職員定数160人を169人とした。

32.３ 秋田県市町村非常勤消防団員等公務災害補償組合に加入した。

33.３ 放水長制度を定め24人を選任した。

34.１ 消防団地区隊内の分団合併により、１団、17地区隊、65分団、定員1,867人とした。

３ 消防団運営に関する規程を制定。顧問制を設け初代顧問に小玉孝次郎、鈴木伝八、藤井

雄治、穂積孝悌の４人が就任した。

４ 水防倉庫を太平、中島に建設した。

６ 消防職員定数169人を175人とした。

35.５ 消防出張所の名称を方位名から地名に変更した。

６ 秋田消防署手形出張所を新築開所した。
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37.１ 消防無線局を変更開局した。（超短波無線）

３ 火災予防条例を全部改正した。

〃 土崎消防署寺内出張所を新築移転した。

６ 消防職員定数175人を185人とした。

〃 秋田消防署新屋出張所に消防車1台、職員10人を増配置した。

12 消防団長に阿部広治が就任した。

38.４ 救急病院10か所を指定し、救急車１台、救急隊員８人で救急業務を開始した。

６ 消防職員定数185人を188人とした。

10 消防長事務取扱に第二助役斎藤石雄が就任した。

12 秋田消防署牛島出張所を新築開所した。

39.11 消防本部と秋田消防署を八橋字片田添に新築移転した。

〃 旧秋田消防署庁舎に秋田消防署保戸野出張所を開所した。

〃 秋田消防署川尻出張所を廃止した。

〃 秋田市地域防災計画を作成した。

40.４ 消防団を改組（地区隊を分団、分団を部、部を班に改称）し、１団、30分団、

定員1,669人とした。

〃 第５代消防長に中山正一が就任した。

〃 消防団長に銭谷小太郎が就任した。

８ 秋田消防署保戸野出張所を保戸野愛宕町に新築移転した。

12 屈折梯子付消防ポンプ自動車（15ｍ級）１台を秋田消防署に配置した。

42.４ 「秋田市職場家庭防火の日」を毎月10日と定めた。

43.８ 消防副士長を階級制とした。

44.４ 消防職員定数188人を191人とした。

10 船舶火災の消火に関する秋田海上保安部と秋田市消防本部との業務協定を交わした。

45.５ 専任救急隊を秋田消防署に編成した。

12 救急指令センタ－を開設した。

〃 土崎消防署を土崎港西三丁目に新築移転した。

46.９ 秋田空港における航空機事故に対する消防救難活動に関する協定を締結した。

47.３ 秋田消防署長野下出張所を南通宮田に新築移転した。

〃 消防職員定数191人を200人とした。

５ 消防本部に庶務、警防の２課を設置した。

48.４ 消防職員定数200人を215人とした。

６ 火災予防条例を全部改正した。

10 小型動力ポンプ付積載車６台を消防団に配置した。

11 土崎消防署将軍野出張所を土崎港東四丁目に新築開所した。

12 梯子付消防ポンプ自動車（32ｍ級）１台を秋田消防署に配置した。

〃 消防ポンプ自動車２台を消防団に配置した。（計画台数10台）

49.４ 消防職員定数215人を224人とした。

６ 秋田県下消防本部相互応援協定を締結した。（17消防本部）
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49.11 救助工作車1台を秋田消防署に配置した。

50.４ 消防職員定数224人を226人とした。

51.３ 消防署の望楼監視を廃止した。

４ 第６代消防長に越後谷忠光が就任した。

〃 消防職員定数226人を228人とした。

〃 救急業務規程の全部を改正した。

52.３ 石油コンビナ－ト防災用大型化学車、大型高所放水車、泡原液搬送車各１台を土崎消防

署に配置した。

４ 消防職員定数228人を232人とした。

５ 消防団組織を改正し、１団、25分団、56部、130班、1,604人とした。

〃 消防団長に辻兵吉が就任した。

53.４ 消防職員定数232人を238人とした。

〃 消防本部に予防課を新設し、警防課を警備課と課名を改称して３課とした。

８ 消防団員服制要綱を制定し、袢天を略服に改めた。

54.３ 秋田消防署保戸野出張所を保戸野中町に新築移転した。

４ 消防職員定数238人を240人とした。

55.４ 秋田消防署長野下出張所を廃止し、城東消防署を手形字西谷地に署員42人を配置し、新

築開署した。

〃 秋田消防署の屈折梯子付消防ポンプ自動車（15ｍ級）を城東消防署に移動配置した。

〃 消防職員定数240人を243人とした。

56.４ 消防職員定数243人を245人とした。

６ 秋田空港における航空機事故に対する消防救難活動に関する協定を再締結した。

57.３ 照明電源車１台を城東消防署に配置した。

４ 第７代消防長に畠山吉次が就任した。

59.４ 秋田消防署牛島出張所を隣地に新築移転した。

〃 第８代消防長に近藤政義が就任した。

〃 消防職員定数245人を250人とした。

〃 消防本部に防災対策室を新設し、３課１室とした。

６ 津波警報用サイレン３基（下浜長浜公民館・向浜事業所・雄物川左岸）を新設した。

10 秋田市地域防災計画を全面修正した。

12 秋田消防署新屋出張所を新屋比内町に新築移転した。

60.４ 消防団員の定年等に関する要綱を制定した。

〃 消防職員定数250人を253人とした。

５ 消防職員安全衛生管理規程を制定した。

６ 危険物の規制に関する規則を制定した。

９ 当市初の幼年消防クラブを結成した。

11 消防本部、秋田消防署庁舎を改築した。

12 消防警防規程を制定した。

〃 消防通信規程を制定した。
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60.12 消防本部に通信指令課を新設し、４課１室とした。

61.３ 土崎消防署寺内出張所を隣地に新築移転した。

12 泡消火薬剤備蓄タンク（20k )を土崎消防署に設置した。�

62.４ 消防署配置の司令車を廃止し、通信指令課に指令車を配置した。

〃 ４週６休制の試行を開始した。

〃 消防本部にファクシミリ専用加入電話を設けた。

８ 大雨洪水により、市内各河川が氾濫し災害対策本部を設置した。

10 消防長が姉妹都市（パッサウ市）提携３周年記念式典に出席のため西ドイツを訪問した。

12 屈折梯子付消防ポンプ自動車（25ｍ級）１台を秋田消防署に配置した。

〃 秋田消防署の梯子付消防ポンプ自動車（32ｍ級）を城東消防署に移動配置し、屈折梯子

付消防ポンプ自動車（15ｍ級）を廃車した。

63.９ 消防団員の定年等に関する規程を制定した。

12 秋田消防署の救助工作車をクレ－ン付救助工作車に更新した。

平成元.３ 城東消防署手形出張所を廃止し、城東消防署広面出張所を広面字堤敷に新築移転した。

４ ４週６休制を開始した。

２.１ 消防本部毎日勤務部署の土曜（第２、第４）閉庁を開始した。

４ 第９代消防長に菅原貞治が就任した。

６ 火災調査規程を制定した。

〃 消防団長に加賀屋三郎が就任した。

８ 秋田市地域防災計画を全面修正した。

３.２ 秋田消防署勝平出張所を新屋勝平町に新築開所した。

４ 第10代消防長に中山富治が就任した。

〃 警備課を警防課と課名を改称し、救急救助係を設置した。

６ 通信指令課指令台と無停電電源装置（ＣＶＣＦ）の接続工事を施工完了した。

７ 秋田自動車道消防相互応援協定を締結し、覚書を交わした。

８ 職員任用規程を廃止した。

４.４ 消防職員定数253人を291人とした。

〃 秋田南消防署を御野場二丁目に新築開所し、署員36名、クレ－ン付救助工作車等を配置

した。

５ 当市消防本部初の救急救命士が誕生した。

７ 第21回東北地区支部消防救助技術指導会を秋田市八橋運動公園で開催した。

８ 隔日勤務部署の４週７休制を開始した。

９ 消防長が姉妹都市（蘭州市）提携10周年記念式典に出席のため中国を訪問した。

12 土崎消防署大型高所放水車を梯子付消防ポンプ自動車(40ｍ級)兼高所放水車に更新した。

５.１ 毎日勤務部署の４週８休制を開始した。

３ 消防職員および機械器具の定数等に関する規程を廃止した。

４ 第11代消防長に桜田博道が就任した。

〃 消防団長に長谷部周治が就任した。

〃 秋田消防署に高規格救急自動車を配置し、救急救命士が搭乗、運用を開始した。
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５.11 秋田県広域消防相互応援協定を締結した。(18消防本部)

６.３ 秋田市消防団旗を更新した。

４ 消防職員定数291人を340人とした。

〃 秋田消防署新屋出張所を新屋分署とした。

〃 土崎消防署に高規格救急自動車を配置し、救急救命士が搭乗、運用を開始した。

〃 土崎消防署に水難救助車を配置した。

12 秋田県広域消防相互応援協定の再締結を行い、覚書を交わした。

〃 一般市民に対しての普通、上級救命講習会を開始した。

７.４ 第12代消防長に細部 勲が就任した。

〃 城東消防署に高規格救急自動車配置し、救急救命士が搭乗、運用を開始した。

９ 高規格救急自動車および救急救命士の愛称を市民から募集し、それぞれ「ドルフィン」

「ネオセイバ－」に決定した。

〃 緊急消防援助隊秋田県隊代表機関として、秋田市消防本部が登録された。

〃 水難救助隊員認定制度を開始した。

〃 第一製薬株式会社から高規格救急自動車１台を寄付受納した。

10 隔日勤務部署の４週８休制を開始した。

〃 秋田消防署に調査担当員２人を配置した。

〃 本部原調車を配置した。

11 秋田市消防救助隊員資格認定要綱を策定施行し救助隊員の認定登録制度を開始した。

８.３ 秋田マリ－ナに津波警報サイレンを1基増設した。（計４基）

〃 災害監視システム整備工事を完了した。

４ 土崎消防署飯島出張所を飯島前田表に新築開所し、所員12人、普通消防ポンプ自動車

１台を配置した。

〃 防災対策室が市長部局へ配置替えとなる。

〃 第１級陸上特殊無線技士を通信指令課に配置した。

〃 消防署に調査係を設置した。

10 秋田市消防本部消防職員委員会に関する規則を制定した。

12 緊急消防援助隊北海道・東北ブロック合同訓練が初めて開催された。

９.３ 通信指令課の災害地点検索装置を更新した。

〃 消防団員の定年等に関する規程を改正し、団員の定年を65歳にするとともに、任用資格

の上限を45歳に引き上げた。

４ 土崎消防署の普通消防ポンプ自動車を救助工作車兼消防ポンプ自動車に更新した。

〃 第13代消防長に高橋 弘が就任した。

〃 庶務課を総務課に、通信指令課を指令課と課名を改称した。

〃 消防本部予防課に調査係を設置した。

５ 平成９年度、総務庁から交通事故における一般市民による応急手当普及促進方策のため

のモデル地区事業の委託を請けた。

12 資機材搬送車を新規購入した。

10.２ 新屋救急を災害対応特殊救急車（高規格救急車）として更新した。

-6-



10.２ 後方支援車を新規購入した。

３ 救急指揮支援車を新規購入した。

４ 自動車電話・携帯電話からの119番通報受信（代表受診）を開始した。

〃 ファックスによる119番通報受信を開始した。

11.３ 秋田市地域防災計画の第16次修正を行った。

４ 第14代消防長に高橋秀夫が就任した。

〃 消防団長に中泉松之助が就任した。

〃 秋田県消防防災ヘリコプターの救助隊員として職員２人を派遣した。

〃 消防職員定数340人を355人とした。

７ 土崎消防署外旭川出張所を外旭川字八幡田に新設開所し、所員12人、普通消防ポンプ自

動車１台を配置した。

12 秋田市消防計画を作成した。

12.２ 財団法人日本宝くじ協会から救急普及啓発広報車１台を寄付受納した。

８ 緊急消防援助隊北海道・東北ブロック合同訓練を新屋旧空港跡地で開催した。

10 国際消防救助隊編成協力市町村として登録した。

13.３ 通信指令システムを更新し消防総合通信指令システムとして運用開始した。

４ 第15代消防長に佐藤正敏が就任した。

〃 国際消防救助隊員として職員８人が登録された。

14.４ 警防課の救急救助係を救急係と係名を改称した。

11 城東消防署広面出張所に高規格救急自動車を配置し、救急救命士が搭乗、運用を開始し

た。

15.４ 第16代消防長に畠山 茂が就任した。

〃 消防本部に救急課を新設し、５課とした。

〃 消防団員定数を1,544人とした。

〃 署および分署の係制から職および事務分担制とした。

８ 秋田市消防職員姉妹都市等交流国際研修のため職員をアメリカ合衆国アラスカ州キナイ

半島郡に派遣した。

10 ドイツ・パッサウ市秋田市長公式訪問に職員が同行し、パッサウ市を訪問した。

〃 秋田県民共済から広報１を寄付受納した。

16.３ 秋田消防署の救助工作車Ⅱ型をⅢ型に更新した。

〃 秋田消防署保戸野出張所を廃止し、秋田消防署本署へ編入した。

〃 秋田市地域防災計画の第17次修正を行った。

４ 第17代消防長に藤枝 禮助が就任した。

12 ＩＰ電話からの119番通報受信を開始した。

17.１ 消防職員定数355人を400人とした。

〃 河辺町、雄和町を秋田市に合併し、消防団組織を１団、32分団、定数2,204人とした。

６ 救命ボート（船外機付）１隻を新たに外旭川出張所に配備した。

９ 第一ファルマテック株式会社から高規格救急自動車１台を寄付受納した。

12 自動車電話・携帯電話からの119番通報（直接受信）を開始した。
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18.２ 財団法人日本消防協会から秋田市消防団指揮車の寄贈を受けた。

４ 市町合併に伴い、指令システムの一元化を行うとともに、河辺戸島に「無線中継所」を

設置し、運用を開始した。

〃 新たに女性消防団員３人を採用し、団本部に配置した。

７ 秋田市御所野下堤五丁目地内に秋田市消防訓練場を整備した。

〃 一般消防職員によるＡＥＤの運用を開始した。

９ 気管挿管認定救急救命士の運用を開始した。

19.１ 第18代消防長に石川勝直が就任した。

２ 薬剤投与認定救命士の運用を開始した。

４ 消防救助規程を制定した。

〃 高度救助隊を設置し運用を開始した。

〃 女性消防団員２人を採用し団本部に配置した。

９ 第62回国民体育大会（秋田わか杉国体）、第７回全国障害者スポーツ大会（秋田わか

杉大会）消防特別警戒を実施した。（９／28～10／９、10／13～10／15）

20.４ 女性消防団員５人を採用し、団本部に配置した。

12 土崎消防署の高規格救急自動車を更新した。

21.２ 土崎消防署の化学消防ポンプ自動車を更新した。

４ 第19代消防長に加藤哲実が就任した。

〃 消防団員定数を2,100人とした。

〃 女性消防団員４人を採用し、団本部に配置した。

12 城東消防署の高規格救急自動車を更新した。

22.１ 城東消防署の化学消防ポンプ自動車を水槽付消防ポンプ自動車に更新した。

２ 城東消防署広面出張所の消防ポンプ自動車を更新した。

３ 土崎消防署の指揮車を更新した。

〃 統合型位置情報通知システムの運用を開始した。

４ 第20代消防長に佐藤賢治が就任した。

７ 女性消防団員３人を採用し、団本部に配置した。

８ キナイ半島郡交流訪問団を受け入れた。

〃 秋田消防署勝平出張所の外壁改修工事（第２期）を実施した。

９ 秋田消防署の屈折はしご付消防ポンプ自動車を更新した。

〃 土崎消防署飯島出張所の屋上防水工事（第２期）を実施した。

11 秋田消防署新屋分署の消防ポンプ自動車を水槽付消防ポンプ自動車へ更新した。

12 城東消防署広面出張所の高規格救急自動車を更新した。

23.１ 秋田消防署牛島出張所の水槽付消防ポンプ自動車を更新した。

３ 総務省消防庁から支援車の無償貸与を受けた。

４ 第21代消防長に佐藤肇が就任した。

〃 消防団に方面制を導入した。(中央、北部、南部、河辺、雄和)

７ 女性消防団員４人、また新たに機能別団員９人を採用し、団本部に配置した。

９ 城東消防署庁舎の耐震補強および庁舎改修工事を実施した。
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23.12 河辺消防署の高規格救急自動車を更新した。

24.１ 秋田消防署勝平出張所の屋上防水工事（第３期）および内装改修工事を実施した。

〃 秋田消防署新屋分署の水槽付消防ポンプ自動車を更新した。

２ 土崎消防署将軍野出張所の水槽付消防ポンプ自動車を更新した。

３ 日本消防協会から秋田市消防団（秋田中央分団）に救助資機材搭載型車両が交付された。

４ 第22代消防長に海野達雄が就任した。

〃 総務省消防庁から県指揮隊車が無償貸与された。

６ 機能別団員10人を採用し、団本部に配置した。

10 東日本大震災を受け既設の津波警報用サイレンを改修するとともに３基（土崎港相染町

地内・境川街区公園・国土交通省秋田防災ステーション）を新設した。（計７基）

25.１ 秋田南消防署の救急自動車を更新した。

〃 河辺消防署本署の水槽付消防ポンプ自動車を更新した。

２ 秋田南消防署の屋上防水工事を実施した。

〃 救急指揮支援車を更新した。

〃 総務省消防庁から支援車Ⅲ型が無償貸与され、人員輸送車として配置した。

３ 土崎消防署本署の救助工作車を更新した。

４ 第23代消防長に小林博美が就任した。

〃 消防団長に海野達雄が就任した。

〃 秋田市消防団機能別団員設置要綱を制定した。

〃 消防団員の定年等に関する規程を改正し、任用資格の上限を50歳に引き上げた。

５ 土崎消防署を秋田市土崎港西四丁目地内に新築移転した。

〃 女性消防団員１人を採用し、団本部に配置した。（計20名）

〃 退職した消防団員13人を機能別団員（１号団員）として採用し、所属分団に配置した。

７ 社会医療法人明和会中通総合病院から煙中体験訓練資機材が寄付され、城東消防署へ配

置した。

11 秋田南消防署の化学消防ポンプ自動車を更新した。

12 土崎消防署寺内出張所の消防ポンプ自動車を更新した。

26.１ 秋田市防火基準適合表示要綱を制定した。

２ 津波災害時の秋田市消防団活動･安全管理マニュアルを策定した。

〃 総務省消防庁から秋田市消防団（土崎北分団）に救助資機材搭載型車両が無償貸与され

た。

３ 河辺消防署雄和分署の救急自動車を更新した。

10 秋田消防署牛島出張所の改修工事を実施した。

11 市立病院救急ワークステーション試行運用を開始した。

〃 城東消防署の梯子付消防ポンプ自動車を更新した。

12 城東消防署の消防ポンプ自動車を更新した。

〃 水難救助車を更新した。（土崎消防署配置）

27.４ 第24代消防長に森合和美が就任した。

〃 秋田南消防署と河辺消防署を統合した。
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〃 総務課に消防団担当を設置した。

〃 予防課に違反処理担当を設置した。

27.６ 秋田南消防署河辺分署を秋田市河辺和田字北条ヶ崎27番地１に新築移転した。

11 秋田消防署勝平出張所の水槽付消防ポンプ自動車を更新した。

12 土崎消防署飯島出張所の消防ポンプ自動車を更新した。

28.３ 秋田消防署の救急自動車を更新した。

４ 第25代消防長に佐藤好幸が就任した。

〃 消防職員定数400人を410人とした。

〃 消防無線のデジタル化に伴い新指令システムに移行した。

５ 秋田南消防署雄和分署を秋田市雄和妙法字上大部48番地1に新築移転した。

29.１ 土崎消防署外旭川出張所の水槽付消防ポンプ自動車を更新した。

３ 土崎大型化学高所放水車の運用を開始した。

〃 土崎消防署の救急自動車を更新した。

〃 秋田県広域消防相互応援協定を見直した。

９ 城東消防署の救急自動車を更新した。

〃 「ねんりんピック秋田2017」が行われ消防警備を実施した。

30.１ 秋田消防署の消防ポンプ自動車を更新した。

２ 秋田南消防署の救助工作車を更新した。

３ 土崎消防署に救急自動車を配備し、土崎救急２として運用を開始した。

〃 秋田消防署の指揮車を更新した。

４ 消防力適正配置調査を実施した。

８ モバイル映像伝送システムを開始した。

９ 北海道胆振東部地震が発生し、秋田県統合機動部隊が出動した。（秋田市隊７隊30名）

31.２ 秋田南消防署雄和分署の化学消防ポンプ自動車を更新した。

〃 秋田南消防署の指揮車を更新した。

〃 秋田消防署の救助工作車を更新した。
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市 勢 と 消 防 の 現 況

人口・世帯

人 口
世 帯 数 人 口 密 度

計 男 女

２135,822 305,944 144,087 161,857 337.7/ km

署別管轄状況

面 積 市街地面積
署 別 人 口

（ ） （ ）㎞ ㎞２ ２

秋 田 消 防 署 161 28.46 100,900

土 崎 消 防 署 143 19.39 76,184

城 東 消 防 署 115 12.19 78,512

秋 田 南 消 防 署 487 5.92 50,348

計 906 65.96 305,944

消 防 力

１本部 ４署 ３分署 ７出張所

常 備 職 員 消防自動車等 救 急 車 その他車両 消 防 ・ 救 急 無 線 局

基地局 移動局 固定局 可搬局
412 56 12 3

6 142 6 1

１団 ５方面隊 32分団

非常備 消 防 団 員 ポンプ自動車 小型動力付積載車 小型動力ポンプ

1,810 13 97 59

単位消防力

署 所 １ カ 所 当 り 消防吏員数 消 防 吏 員 一 人 当 り
署 所 数

面積(㎞ ) 人 口 世帯数 面積(㎞ ) 人 口 世帯数２ ２(本部所属員除く）

14 64.7 21,853 9,701 348 2.60 879 390
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火 災 の 実 態 

 

1   火災発生状況 

平成 30年中は 60件の火災が発生しました。前年と比較すると２件減少し、過去最少の件数と

なっています。 

火災種別ごとにみると、建物火災が 35 件で全体の約６割を占め、車両火災が４件、その他の

火災が 21件となっています。 

 建物火災のうち住宅の火災は 16件で、34世帯、72人の方がり災されました。 

人口１万人あたりの出火件数を示す出火率は 1.9件で、前年より 0.1％減少しました。 
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2  損害発生状況 

(1) 損害面積 

   建物の焼損床面積の合計は、2,493 ㎡で、前年に比べ 715㎡減少し、１件あたりの焼損床面

積も減少しています。 

 (2) 損害額 

     損害額は、約 9,965 万円で、前年の約 1億 2,911 万円から約 2,946 万円減少しました。１件

あたり約 166万円、１日あたりでは約 27万円が灰になった計算となります。 

   火災種別ごとに見ると、建物火災によるものが約 9,800 万円、車両火災が約 137万円、その

他の火災が約 28万円となっています。 
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3  死傷者の状況 

火災による死者は３人で前年と同数であり、負傷者については 10人で前年より 10人減少しま

した。  

受傷した原因をみると消火中や避難中に、火炎にあおられたり、熱気を吸い込んで気道を火傷

するなど直接火炎の影響を受けたケースが多く見受けられます。 

全国的にみると、住宅火災による死者（放火自殺者等を除く。）のうち、65 歳以上の高齢者は

約７割でした。本市においても高齢者が犠牲になる火災が発生していることから、春・秋の火災

予防運動期間や各種イベント時に高齢者に対しての防火対策を広報し、高齢者の死者・負傷者の

減少へつなげていきます。 

負 傷 者 の 受 傷 時 の 状 況 と 受 傷 原 因 

受傷時の状況 

受傷原因 消 火 中 避 難 中 就 寝 中 作 業 中 そ の 他 計 

火炎にあおられる 

高 温 物 に 接 触 
4  1   5 

煙 を 吸 う       

飛 散 物 ・ 擦 過       

放 射 熱 1     1 

飛 び 降 り       

そ の 他 3    1 4 
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たばこ火災発生比率（最近５年間） （件数）

７８
４

１３

８

（割合）

たばこが原因の火災件数

4  出火原因 

「たばこ」が７件で最も多くなっており、続いて、「ストーブ」と「電灯・電話等の配線」が

６件となっています。「ストーブ」が出火原因の火災は寒くなり、ストーブを使用する 11～３月

に増加し、この期間に６件の火災が発生しました。 

 

5  最近の火災傾向 

火災件数は年々減少傾向にありますが、本市では「たばこ」が出火原因の火災が昨年、平成 28

年および平成 27 年に第 1 位となっており、全国的にみても出火原因の上位に入っていることか

ら、春の火災予防運動期間中に秋田駅東西連絡自由通路（ぽぽろーど）において、幅広い年代の

かたに対し、「たばこ火災防止」の広報を行いました。 

  自宅では「寝たばこは絶対にしない」「灰皿には水を入れ、吸い殻は確実に消火してから捨てる」。

屋外では林野火災などの原因になることから「ポイ捨てはしない」など、「たばこ火災」の減少

を目指し、市民のかたへ注意喚起を行います。 
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危 険 物 

1  危険物規制事務の概要 

  一般的に、危険物には可燃性ガス、火薬類、毒物、劇物、放射性物質等様々なも 

 のがありますが、消防法では、法別表第１の品名欄に掲げる物品で、一定の危険物 

 性状を有するものが「危険物」とされ、危険物は、それ自体が発火又は引火しやす 

 い危険性を有しています。また、他の物質と混在することによって燃焼を促進させ 

 る物質も含まれています。さらには、「火災発生の危険性が大きい」「火災拡大の 

 危険性が大きい（延焼速度が速い）」「消火困難性が高い」等の特性を持ち、火災 

 予防上の観点から、その貯蔵、取扱いおよび運搬について規制されています。 

  品名ごとに定められた数量（指定数量）以上の危険物は、危険物施設以外の場所 

 で貯蔵し、又は取扱ってはならず、危険物施設を設置しようとする場合は、その位 

 置・構造・設備について、危険物の規制に関する政令の基準に適合させ、市長の許 

 可を受けなければなりません。 

 

  また、危険物施設においては、危険物取扱者（危険物取扱者免状所持者）以外の 

者は、危険物取扱者の立会いがなければ危険物を取扱ってはならず、一定の危険物 

施設では危険物保安監督者を選任し、その貯蔵、取り扱いに関する保安体制の整備 

を図らなければなりません。 

  なお、「指定数量」未満であっても秋田市火災予防条例で定められた数量以上の 

危険物（少量危険物）あるいは消火困難な物質等で指定されたもの（指定可燃物） 

を貯蔵する場合には消防署長に届け出なければなりません。 

危険物の貯蔵・取扱い 

指定数量未満 

（市町村条例によるもの） 

指定数量以上 

（法令によるもの） 

許可申請 

工事開始 

工事完了 

完成検査申請 

市 長 

完成検査前検査 

現地検査 

届 出 

届出受理 

所轄消防署長 

{ 審 査 } 

危険物施設 少量危険物施設 
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2  危険物施設の推移 

平成 30 年３月 31 日現在、全国には 40 万 5,238 の危険物施設があり、秋田県内 

では 2,462 事業所 5,992 施設があります。本市は、北東北の日本海沿岸に位置する 

商工業港を持つ中核市で、石油コンビナート等特別防災区域を有していることもあ 

り製造所、屋外タンク貯蔵所をはじめ、平成 30 年度末現在で 454 事業所 1,522 の 

危険物施設があります。 

施設数の推移を見ると、近年は減少傾向を示しており、前年と比較すると 40 施設 

減少しています。 

給油取扱所, 169
販売取扱所, 4

移送取扱所, 2

一般取扱所, 249

屋内貯蔵所, 125

屋外貯蔵所, 12

屋外タンク貯蔵所, 165地下タンク貯蔵所, 343

屋内タンク貯蔵所, 41

簡易タンク貯蔵所, 1

移動タンク貯蔵所, 406

製造所, 5

危険物施設数の状況

 

近年、日本を代表する企業の生産施設（危険物施設含む）での火災、漏洩事故等

が続発しています。これらの背景には、厳しい経済状況下での人員や設備投資の削

減、施設の老朽化、雇用体系の変化や保守管理業務の社外委託などの影響が指摘さ

れているところです。 

このように危険物を取りまく環境も変貌する中、本市においては無事故を目指し

立入検査の充実、危険物施設関係者および危険物取扱者の安全管理意識の向上を推

進し、危険物施設の保安体制の確保に努めています。 
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秋田市における危険物施設数の推移
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